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る不法行為と密接に関係して過失責任を判定するための概念として機能す
るようになったのである。
18世紀には既に過失による不法行為の萌芽と、19世紀の半ばまでには
過失と義務との間の関係も見られるようになっていた。しかし、19世紀
末に義務が過失による不法行為の成立要件に組み込まれるまで長い時を要
したのは、コモン・ローが契約を中心に発展してきたからである。その歴
史性から1842年のWinterbottom事件も不法行為事案であったにもかかわ
らず契約の関係で判断されたと推定できる。
19世紀末はイングランドにおいてパクス・ブリタニカつまりイギリス
の平和がもたらされ、帝国主義の最盛を迎える時代であった。まさに1883
年のHeaven判決は船舶塗装工の事案であり、帝国主義を支える海上流通
手段に関係するものであった。このような時代背景から過失による不法行
為が勃興し、その判定のために義務の要件化が避けられない状況に至った
と考えられるのである。
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